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フランスの訪問権に関する法改正についての?察
??子の利益を視点として??






























































































































































権の喪失は離婚有責者への制裁だと?えていた。Planiol et Ripert,Traite? pratique de
 





















めたようである。Fenet,Recueil Complet des travaux pre?paratoires du Code civil,
Du divorce,t.9,re?impression e?d.,1827,p.486,487. 監督権は，その必然的帰結として
訪問権を含むとされる。H.Mazeaud et J.Mazeaud et François Chabas,Leçons de
 
droit civil,La famille,7?e?d.,Paris,1995,n°1145. 監督権は，子と直接に会うというか
たちで行使される狭義の訪問権，子と文通（通信）する権利，子の学校教育・宗教教育




３ Planiol et Ripert, op. cit., n°653. なお，監護は親権の本質的属性である。Juris




la garde de l’enfant」と書かれていた。なお，1804年の原始規定302条には，「les enfants
 
seront confie?s......」と表現されているだけである。Juris-classeur Code civil,op. cit.,





















Capitan,Cours e?lementaire de Droit civil français, t.II,Paris,1923,p.460-462. なお，
Simlerは監護者である父母の一方は監護が与えるところの権利と義務を排他的に有す

















９ Civ.,8 juillet 1857,D.,1857,I,p.273. 事案の概要については，前掲註(7)論文231，
232頁参照。なお，控訴院も徐々にこの意見に与するようになり，この時代以降，祖父母
の訪問権を認める多くの決定がなされた。P. Guiho,Essai d’une the?orie ge?ne?rale du
 








































であると言われている。D.Bourgault-Coudevylle,Les relations de l’enfant avec l’




























































II,p.754）でも，訪問権と扶養料の結合は否定された。Maurice Marthaler,Le droit de
 



































































































































































とが指摘されていた。Re?pertoire de droit civil,op. cit., n°615.












-classeur Code civil,op. cit.,n°14,15. ?監護」という文言は，表現としては，2002年





















35 Thierry Gare?,Les grands-parents dans le droit de la famille, the?se Lyon,1989,n°
304. ただし，子の利益の内容については，見解が分かれる。Gare?は，世代間の交流に
より子へ学習の機会が与えられることを重視するが，Gobertは，特に子の安定を重視
し，重大な事由を厳しく判断していくべきとする。Gare?, op. cit., n°302; Gobert,
L’enfant et les adultes (a?props de la loi du 4 juin 1970), JCP,1971,I,2421,n°20.
36 破毀院1931年７月６日判決（D., 1931, I, p.428）が，祖父母の訪問権の内容に孫を滞
在させることまで含ませることを認めて以来，すでに一般的になった。C.Colombet,
Commentaire de la loi du 4 juin 1970,D.,1971,I,pp.1 et s.;Sutton,Du droit des
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子にとって償われるべき精神的損害と?える見解などがある。Marc Gomy, Vers un
 
devoir de visite et d’he?bergement des parents,JCP N,1999,n°20-30. 他にも訪問権の
































































































































65 M.De Juglart,Les droits de puissance paternelle dans ascendants,Rev.Crit.,1938,
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71 Guiho,op. cit., n°14. また，この学説は，子が371条の義務を果たすために1970年法
により訪問権が規定されたのではないと，訪問権の立法趣旨からも批判される。Gare?,
op. cit., n°282.
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83 Kamdem,op. cit., n°15. なお，損害賠償については，民法典1382条が「他人に損害
を生じさせる人の行為はいかなるものであってもすべて，過失によってそれをもたらし
た者に，それを賠償する義務を負わせる」と定める。
84 Gomy,op. cit., n°8.
85 Rexand-Pourias,op. cit., n°5.
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むすび
これまでみてきたように，現在では，フランス法における訪問権は，父母，
祖父母，第三者へと広い範囲で認められている。訪問権は，1970年以前は解
釈によって認められてきた権利であったが，1970年に立法的承認を受け，そ
の後も一連の法改正において訪問権をめぐる法状況は変化を続けてきた。
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まず，父母については，立法以前は，子の監護を得なかった親に与えられ
る監督権の一態様として訪問権が認められると解されてきた。1970年の立法
により訪問権は監督権とは別に独立して定められた。父母の訪問権は，立法
後しばらくは，離婚法と親権法の両領域にまたがり規定されている状態が続
いた。そして，2002年の法改正において，嫡出，非嫡出の区別なく，あらゆ
る子に適用可能な統一的な親権法を作る一環として，訪問権の規定も離婚法
から親権法の領域に統合され，親権の章に訪問権に関する規定である373-２
-１条が新設されるに至った。父母の訪問権をめぐる法状況の変化においてと
りわけ重要なのは，1987年と1993年の法改正により共同親権制が導入された
ことであり，これ以降は，従来の父母の訪問権の規定は単独親権になった場
合のみに適用されることになった。とはいえ，共同親権の場合において，子
の居所が双方の親の下に交替で定められることになったとしても，双方の親
にはそれぞれ子と同居しない期間があり，実態としては従来と著しく異なる
のか疑問である。実際の法運用に関しては，今後，検討する必要がある。
また，祖父母と第三者の訪問権は，1970年以前は父母と同様に解釈により
認められてきたのであるが，1970年に立法的承認を受け，371-４条の１項と
２項にそれぞれ明文化された。そして，2002年に371-４条は改正され，１項
の祖父母の訪問権は，子の権利であるかのように実定法上では規定され，２
項の第三者の訪問権は子の利益にかなうならば認められることが正面から規
定されるに至った。なお，２項の受益者である第三者の範疇は，立法の前後
で変わってきている。第三者の範疇に関する検討は今後の課題とする。
以上のように，訪問権に関する法状況は変化してきているが，訪問権の権
利主体の別に関わらず共通して言えるのは，訪問権における子の権利の側面
がくっきりと輪郭を顕してきたことである。すなわち，訪問権が認められる
ようになった当初は，訪問権は訪問する側の権利として構成されてきたので
あるが，近年，訪問権は子の権利である，あるいは，子の権利でもあるとす
る見解が強くなり，訪問権は相互的権利であると解されるようになってきて
いる。とりわけ，このような見解には，1989年の「児童の権利条約」が強い
影響を与えている。しかし，訪問権を子の権利と解しても，いかにして子の
権利を実体たらしめるかについては難しい問題が残り，これについては訪問
フランスの訪問権に関する法改正についての?察
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権の実効性の確保の問題と併せて，調停手続の実際の運用などの実務の動向
に注意しつつ，今後の議論のゆくえに注目したい。
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